
「高松環状道路（福岡町～檀紙町）計画段階環境配慮書」 

に対する環境大臣意見 

 

高松環状道路（福岡町～檀紙町）（以下「本事業」という。）は、国土交通省四国地

方整備局が概略計画を検討している、香川県高松市内を環状に結ぶ延長約 40km の高

松環状道路のうち、高松市福岡町から檀紙町に至る延長約 10km の区間で４車線道路

が整備される事業である。本事業は、渋滞緩和や交通事故の削減、道路空間の適切な

機能分担、産業振興の支援、交流・人流の促進、平時・災害時でも「安心・安全」な

通行の確保を目的に計画されている。 

本配慮書では、事業実施想定区域（以下「想定区域」という。）において、全線をバ

イパスとし、通過交通等の転換及び沿岸部の各拠点へのアクセス性を重視し、既成市

街地への影響に配慮したルート（以下「Ａ案」という。）、沿岸部の各拠点等へのアク

セス性を重視したバイパスルート（以下「Ｂ案」という。）、中心市街地へのアクセス

性を重視した現況道路（中央通り）を改良するルート（以下「Ｃ案」という。）の３つ

の案が設定されている。 

想定区域及びその周辺には、学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に

必要な施設及び住居（以下「住居等」という。）が多数存在している。住居等が比較的

多いルート帯であるＣ案は、Ａ案及びＢ案に比べ、自動車の走行による大気質への影

響及び騒音の増加による住居等への影響が懸念される。 

また、想定区域及びその周辺には、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関

する法律（平成４年法律第 75号。以下「種の保存法」という。）に基づき国内希少野

生動植物種（以下「国内希少種」という。）に指定されているセトウチサンショウウ

オ、「環境省レッドリスト 2020」（令和２年３月環境省）に絶滅危惧ⅠＡ類として掲載

されているニッポンバラタナゴ等の重要な動物の生息が確認されているほか、自然環

境保全法（昭和 47年法律第 85号）に基づく自然環境保全基礎調査の第２回～第５回

調査（植生調査）において自然度が高いとされた植生が存在していることに加え、鳥

獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年法律第 88 号。以下

「鳥獣保護管理法」という。）に基づき指定されている石清尾鳥獣保護区等が存在し

ており、動植物及び生態系への影響が懸念される。 

並びに、想定区域及びその周辺には、上水道の取水源である香東川等が存在してい

るほか、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44年法律第 57号）に

基づき指定されている急傾斜地崩壊危険区域、山地災害危険地区調査要領（平成 28年

７月林野庁）に基づき指定されている山腹崩壊危険地区等の土地の改変に慎重を要す

る地域が存在していることから、これらの地域において、土地の改変等に伴う土砂及

び濁水の流出、地下水等の水量の減少又は枯渇等の水環境への影響が懸念される。 

くわえて、「第五次循環型社会形成推進基本計画」（令和６年８月閣議決定）におい

て、建設混合廃棄物の発生量の低減や再資源化を促進する措置を講ずることで、最終

処分される建設廃棄物の量を低減することとされており、本事業の実施に伴い発生す

る廃棄物及び建設発生土についても発生量の抑制及び再資源化を促進し、サーキュラ

ーエコノミーへの移行に資する事業計画とすることが重要である。 

別紙 



その上、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、「地球温暖化対策計画」（令

和７年２月閣議決定）等を踏まえつつ、本事業においても脱炭素化に資する取組を進

めていく必要がある。 

以上を踏まえ、本事業計画の更なる検討に当たっては、以下の措置を適切に講じら

れたい。また、検討の経緯及び内容については、方法書以降の図書に適切に記載され

たい。 

 

１．総論 

（１）対象事業実施区域等の設定 

今後の詳細なルートの位置及び道路構造の検討に当たっては、「２．各論」での

指摘を踏まえつつ、環境の保全上重要な以下の施設等への影響を回避又は極力低減

すること。 

ア．住居等 

イ．森林法（昭和 26年法律第 249号）に基づき指定されている保安林 

ウ．主要な河川、取水源、灌漑用のため池、生物多様性の観点から重要度の高い

海域（平成 28年４月環境省）及び生物多様性の観点から重要度の高い湿地（平

成 28年４月環境省） 

エ．自然環境保全法に基づく自然環境保全基礎調査の第２回～第５回調査（植生

調査）において自然度が高いとされた植生、巨樹・巨木林 

オ．鳥獣保護管理法に基づき指定されている石清尾鳥獣保護区等 

カ．景観資源、主要な眺望点及び人と自然との触れ合いの活動の場 

 

（２）環境影響評価の項目の選定等 

本事業に伴い影響を受けるおそれのある大気質、騒音、振動、水質、地形及び地

質、動物、植物、生態系、景観、人と自然との触れ合いの活動の場、廃棄物等、そ

の他の環境要素等に係る項目から、環境影響評価の項目を適切に選定すること。 

また、今後、本事業において、高松環状道路への連絡道路等が計画されることに

より、追加的な環境影響が生ずるおそれがある場合は、連絡道路等の存在及び供用

を前提とした調査、予測及び評価を行うこと。 

 

（３）地域住民等への説明及び関係機関との連携 

本事業は、市街地及びその周辺において、長期間にわたる工事の実施が想定され

ることから、本事業の実施に伴う環境影響及び環境保全措置の内容について、地域

住民等に対し丁寧かつ十分に説明すること。また、本事業の実施に当たっては、関

係機関と調整を十分に行った上で、方法書以降の環境影響評価手続を実施すること。 

 

２．各論 

（１）大気環境 

想定区域及びその周辺には、住居等が多数存在しており、住居等が比較的多いル

ート帯であるＣ案は、Ａ案及びＢ案に比べ、自動車の走行による大気質への影響及



び騒音の増加による住居等への影響が懸念される。このため、詳細なルートの位置、

道路構造及び工法の検討に当たっては、工事中及び供用後における大気質への影響

及び騒音による影響を回避又は極力低減するよう慎重に検討すること。 

 

（２）水環境 

想定区域及びその周辺には、上水道の取水源である香東川等が存在しているほか、

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき指定されている急傾斜地

崩壊危険区域、山地災害危険地区調査要領に基づき指定されている山腹崩壊危険地

区、森林法に基づき指定されている土砂流出防備保安林等の土地の改変に慎重を要

する地域が存在していることから、これらの地域において、土地の改変等に伴う土

砂及び濁水の流出、地下水等の水量の減少又は枯渇等の水環境への影響が懸念され

る。このため、土工部及び橋梁部においては、土工量を抑制するルートの位置及び

構造を検討することにより、土地の改変や河床掘削に伴う土砂及び濁水の流出によ

る水環境への影響を回避又は極力低減すること。また、トンネル構造を採用する場

合は、地下水等の坑内への流出、トンネル内への漏水等による地下水等の減少又は

枯渇等の影響を回避又は極力低減するため、地下水等の位置、使用状況等を十分調

査するとともに、必要に応じて適切に予測及び評価を実施すること。 

 

（３）動植物及び生態系 

想定区域及びその周辺には、種の保存法に基づき国内希少種に指定されているセ

トウチサンショウウオ、「環境省レッドリスト 2020」に絶滅危惧ⅠＡ類として掲載

されているニッポンバラタナゴ等の重要な動物の生息が確認されているほか、自然

環境保全法に基づく自然環境保全基礎調査の第２回～第５回調査（植生調査）にお

いて自然度が高いとされた植生が存在していることに加え、鳥獣保護管理法に基づ

き指定されている石清尾鳥獣保護区等が存在している。さらに、生物多様性の観点

から重要度の高い湿地に抽出されている「東讃部および中讃部の水田・ため池群」

が想定区域に含まれている可能性がある。このため、詳細なルートの位置及び道路

構造の検討に当たっては、重要な動植物の生息及び生育地に十分配慮するとともに、

直接改変を回避又は極力低減すること。また、専門家等からの助言を踏まえて調査、

予測及び評価を行い、その結果を踏まえ環境保全措置を検討すること。 

 

（４）景観 

想定区域及びその周辺は、玉藻公園等の主要な眺望点が存在することから、眺望

点からの重要な眺望景観への影響が懸念される。このため、詳細なルート及び道路

構造の検討に当たっては、景観資源及び眺望点の直接改変を回避又は極力低減する

ことに加え、本地域の景観との調和を図ること。 

 

（５）廃棄物等 

ア 廃棄物について 

本事業の実施により多くの廃棄物が発生するおそれがある。このため、今後の事



業計画の検討に当たっては、本事業の実施に伴い発生する廃棄物の発生量を極力抑

制すること。また、やむを得ず発生する廃棄物については、可能な限り再生利用を

図る等適正な処理を行う計画とすること。 

イ 建設発生土について 

本事業の実施に伴う土地改変、掘削等により多くの建設発生土が発生するおそれ

がある。このため、詳細なルートの位置及び道路構造の検討に当たっては、土工量

を抑制する位置、工法の採用等により土量バランスを考慮した上で、建設発生土の

発生量を極力抑制すること。また、やむを得ず発生する建設発生土については、可

能な限り再生資源として利用を図るなど適正な処理を行う計画とすること。 

 

（６）温室効果ガス等 

今後の事業計画の具体化に当たっては、2050 年カーボンニュートラルの実現を

目指し、「地球温暖化対策計画」等を踏まえつつ、例えば、GX建設機械の認定に関

する規定（令和５年 10月国土交通省）に基づき認定された GX建設機械等の省エネ

ルギー性能の高い機器の活用等による工事中の排出削減対策、道路照明の LED化等

の省エネルギー設備の導入、道路空間への再生可能エネルギーの導入等の温室効果

ガス等の排出削減に資する対策を検討すること。また、今後、道路管理者が令和７

年４月９日に成立した「道路法等の一部を改正する法律」に基づく道路脱炭素化推

進計画を策定した場合には、当該計画も踏まえて本事業を実施すること。 

 


